
 

令　和　４　年　度

宮若市水道事業会計予算書



（総　則）

第　１　条　　令和４年度宮若市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第　２　条　　業務の予定量は、次のとおりとする。

（１）　　給水戸数　　　　　　　　　　　　 戸

（２）　　年間総給水量 ㎥

（３）　　１日平均給水量 ㎥

（４）　　主要な建設改良事業

（Ａ）　　建設改良費

（ア）　　施設改良費 千円

令和４年度宮若市水道事業会計予算

7,955

2,367,095

6,485

98,021
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（収益的収入及び支出）

第　３　条　　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

第　１　款　　　水道事業収益 千円

第　１　項　　　　営業収益 千円

第　２　項　　　　営業外収益 千円

第　３　項　　　　特別利益 2 千円

第　１　款　　　水道事業費用 千円

第　１　項　　　　営業費用 千円

第　２　項　　　　営業外費用 千円

第　３　項　　　　特別損失 千円

千円

（資本的収入及び支出）

第　４　条　　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

(資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１７６，３６４千円は当年度分消費税及び

地方消費税資本的収支調整額９，５７２千円、当年度分損益勘定留保資金１２８，９６２千円

及び減債積立金３７，８３０千円で補てんするものとする。）

498,669

453,511

44,156

2

第　４　項　　　　予備費 1,000

収　　　　入

510,265

442,724

67,539

支　　　　出
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第　1　款　　資本的収入 千円

第　１　項　　　　企業債 千円

第　２　項　　　　負担金 千円

第　１　款　　資本的支出 千円

第　１　項　　　　建設改良費 千円

第　２　項　　　　固定資産購入費 千円

第　３　項　　　　企業債償還金 千円

第　４　項　　　　予備費 千円

（継続費）

第　５　条　　継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。

支　　　出

248,383

98,021

8,689

140,673

1,000

収　　　入

72,019

70,600

1,419
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（単位：千円）

款 項 事　　業　　名 年　　割　　額

昭和 48 年度 44,581
昭和 49 年度 65,765
昭和 50 年度 26,681
昭和 51 年度 28,183
昭和 52 年度 87,015
昭和 53 年度 137,415
昭和 54 年度 412,710
昭和 55 年度 568,875
昭和 56 年度 213,663
昭和 57 年度 106,850
昭和 58 年度 22,137
昭和 59 年度 36,343
昭和 60 年度 72,037
昭和 61 年度 79,695
昭和 62 年度 52,526
昭和 63 年度 75,592
平成 元 年度 131,275
平成 2 年度 183,339
平成 3 年度 263,730
平成 4 年度 311,952
平成 5 年度 241,745
平成 6 年度 56,040
平成 7 年度 331,377

総　　　　額 年　　　　　度

１．資本
的支出

１．拡張事
業費

 閉山炭鉱水道施設整
 備事業、上水道拡張
 事業及び水道水源開
 発等施設整備事業

6,152,912
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平成 8 年度 981,935
平成 9 年度 1,003,202
平成 10 年度 126,376
平成 11 年度 98,854
平成 12 年度 5,865
平成 13 年度 7,065
平成 14 年度 0
平成 15 年度 0
平成 16 年度 0
平成 17 年度 0
平成 18 年度 0
平成 19 年度 0
平成 20 年度 0
平成 21 年度 0
平成 22 年度 0
平成 23 年度 0
平成 24 年度 0
平成 25 年度 0
平成 26 年度 0
平成 27 年度 0
平成 28 年度 0
平成 29 年度 0
平成 30 年度 0
令和 元 年度 0
令和 2 年度 0
令和 3 年度 0
令和 4 年度 0
令和 5 年度 380,089
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（企業債）

第　６　条　　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

（一時借入金）

第　７　条　　一時借入金の限度額は、５０，０００千円と定める。

　　　

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第　８　条　　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１）　　消費税及び地方消費税に不足が生じた場合における営業費用及び営業外費用の

　　　間の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第　９　条　　次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又は、

（１）　　職員給与費 千円

　　　　　　 それ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

７５，２４６

上水道事業債 70,600

千円

証書借入 4.0％以内

　 政府資金、その他銀行等につ
いては、その融資条件による。
　 ただし、企業財政その他の都
合により繰上償還又は低利に借
り換えることができる。

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法
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（他会計からの補助金）

第　10　条　　地方公営企業繰出基準に基づく児童手当の経費に係る一般会計からこの会計へ補助

　　　　　　　　を受ける金額は、２１６千円である。

（利益剰余金の処分）

第　11　条　　繰越利益剰余金のうち、５０，０００千円は、次のとおり処分するものと定める。

（１）　　減債積立金 千円

（たな卸資産購入限度額）

第　12　条　　たな卸資産の購入限度額は、７，８２４千円と定める。

令和４年６月１０日　　提出

宮若市長　　　塩　川　秀　敏

５０，０００
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収　　　　　　　　　　　　　入
(単位　：　千円）

款 項 目 予　定　額 備　　　　考

１．水道事業収益 510,265

１．営業収益 442,724

１．給水収益 411,778

２．受託工事収益 10,000

３．その他の営業収益 240

４．負担金 20,706

２．営業外収益 67,539

１．受取利息及び配当金 5

２．他会計補助金 216

３．水道加入金 1,650

４．負担金 1

５．長期前受金戻入 65,322

６．雑収益 345

３．特別利益 2

１．過年度損益修正益 1

２．その他特別利益 1

令和４年度宮若市水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出
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支　　　　　　　　　　　　　出
(単位　：　千円）

款 項 目 予　定　額 備　　　　考

１．水道事業費用 498,669

１．営業費用 453,511

１．原水及び浄水費 124,240

２．配水及び給水費 78,948

３．受託工事費 10,000

４．総係費 44,544

５．減価償却費 194,284

６．資産減耗費 1,494

７．その他営業費用 1

２．営業外費用 44,156

１．支払利息及び企業債
    取扱諸費

２．雑支出 1

３．消費税及び地方消費税 20,000

３．特別損失 2

１．過年度損益修正損 1

２．その他特別損失 1

４．予備費 1,000

１．予備費 1,000

24,155
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収　　　　　　　　　　　　　入
(単位　：　千円）

款 項 目 予　定　額 備　　　　考

１．資本的収入 72,019

１．企業債 70,600

１．企業債 70,600

２．負担金 1,419

１．負担金 1,419

資本的収入及び支出
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支　　　　　　　　　　　　　出
(単位　：　千円）

款 項 目 予　定　額 備　　　　考

１．資本的支出 248,383

１．建設改良費 98,021

１．施設改良費 98,021

２．固定資産購入費 8,689

１．固定資産購入費 8,689

３．企業債償還金 140,673

１．企業債償還金 140,673

４．予備費 1,000

１．予備費 1,000
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（単位 ： 円）

金　　　　　　額

１　営業活動によるキャッシュ・フロー

　　　当年度純利益 9,524,000

　　　減価償却費 194,284,000

　　　固定資産除却費 1,494,000

　　　引当金の増減額(△は減少) △ 29,000

　　　長期前受金戻入(△) △ 65,322,000

　　　受取利息及び配当金(△) △ 5,000

　　　支払利息及び企業債取扱諸費 24,155,000

　　　未収金の増減額(△は増加) △ 13,062,673

　　　未払金の増減額(△は減少) △ 20,402,345

　　　たな卸し資産の増減額(△は増加) 0

　　　預り金の増減額(△は減少) 0

　　　小　　　　　　計 130,635,982

　　　受取利息及び配当金 5,000

　　　支払利息及び企業債取扱諸費(△) △ 24,155,000

　　　営業活動によるキャッシュ・フロー 106,485,982

令和４年度　宮若市水道事業会計キャッシュ・フロー計算書

（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）
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金　　　　　　額

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出(△) △ 97,008,000

　　　負担金 1,419,000

      投資活動によるキャッシュ・フロー △ 95,589,000

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　企業債の発行 70,600,000

　　　企業債の償還(△) △ 140,673,000

      財務活動によるキャッシュ・フロー △ 70,073,000

資金増加額（又は減少額） △ 59,176,018

資金期首残高 389,982,674

資金期末残高 330,806,656
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  （１）　総　　括

報　酬 給　料 職員手当 計

（人） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円）

扶養 住居 通勤 特殊勤務 管理職 時間外 期末勤勉 児童 退職

(千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円）

本年度 474 648 849 150 489 2,703 12,823 300 3,663

前年度 1,230 648 728 149 489 3,129 15,071 240 5,957

比　　較 △ 756 0 121 1 0 △ 426 △ 2,248 60 △ 2,294

※　（　）内は、短時間勤務職員について外書きする。

職員手当の
内訳

区分

84,238

比　較
(1)

△1
0 △ 2,588 △ 5,542 △ 8,130 △ 862 △ 8,992

11,581 75,246

12,443前年度
(5)
9

0 44,154 27,641 71,795

本年度
(6)
8

0 41,566 22,099 63,665

給　与　費　明　細　書

区分
職員数

給      与      費
法定福利費 合　計

備　     考
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ア　会計年度任用職員以外の職員

報　酬 給　料 職員手当 計

（人） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円）

扶養 住居 通勤 特殊勤務 管理職 時間外 期末勤勉 児童 退職

(千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円）

本年度 474 648 407 0 489 1,955 8,996 300 2,583

前年度 1,230 648 251 38 489 1,948 11,229 240 4,615

比　　較 △ 756 0 156 △ 38 0 7 △ 2,233 60 △ 2,032

※　（　）内は、短時間勤務職員について外書きする。

職員手当の
内訳

区分

59,118

比　較
(0)

△1
0 △ 2,608 △ 4,836 △ 7,444 △ 1,027 △ 8,471

8,164 50,647

9,191前年度
(1)
7

0 29,239 20,688 49,927

本年度
(1)
6

0 26,631 15,852 42,483

給　与　費　明　細　書

区分
職員数

給      与      費
法定福利費 合　計

備　     考
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イ　会計年度任用職員

報　酬 給　料 職員手当 計

（人） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円）

扶養 住居 通勤 特殊勤務 管理職 時間外 期末勤勉 児童 退職

(千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円）

本年度 0 0 442 150 0 748 3,827 0 1,080

前年度 0 0 477 111 0 1,181 3,842 0 1,342

比　　較 0 0 △ 35 39 0 △ 433 △ 15 0 △ 262

※　（　）内は、短時間勤務職員について外書きする。

職員手当の
内訳

区分

25,120

比　較
(1)
0

0 20 △ 706 △ 686 165 △ 521

3,417 24,599

3,252前年度
(4)
2

0 14,915 6,953 21,868

本年度
(5)
2

0 14,935 6,247 21,182

給　与　費　明　細　書

区分
職員数

給      与      費
法定福利費 合　計

備　     考
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  (２)給料及び職員手当の増減額の明細
区　　　分 増　減　額

(千円） (千円） (千円）
昇給によるもの 平均昇給率 　０．１９％

56 （昇給期） (職員数）
１月    ５人

給与改定によるもの 職員の異動の状況
0

採用・退職によるもの 本年度     ８人
△ 2,869 前年度     ９人

勤務形態変更（再任用）によるもの 増 　減  △１人
0 　　　　０人

会計間異動によるもの 　　　　１人
1,290 　　　増１人

会計年度任用によるもの 　　　減１人
△ 1,065

扶養手当 △ 756 給与改定によるもの
住居手当 0 0
通勤手当 121 昇給によるもの
特殊勤務手当 1 72
管理職手当 0 採用・退職によるもの
時間外手当 △ 426 △ 1,261
期末勤勉手当 △ 2,248 退職手当負担金率改定によるもの

児童手当 60 △ 1,106
退職手当組合負担金 △ 2,294 期末手当の支給月数改定によるもの

△ 20
会計間異動によるもの

△ 1,266
会計年度任用によるもの

△ 1,268
その他

△ 693

　　　

職員手当 △ 5,542 その他の増減分

　採用者等
　退職者等

　　会計間異動

増　減　事　由　別　明　細 説　　　　　　　　　　明 備　　　　　　　　　　考

給料 △ 2,588

昇給等に伴う増減分 56

その他の増減分 △ 2,644

（会計年度任用職員を除く）
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  （３）給料及び職員手当の状況（会計年度任用職員以外の職員）

　　ア　職員１人当り給与

企業職

平均給料月額 (円） 325,060

平均給与月額 (円） 372,412

平均年齢 (歳） 52.2歳

平均給料月額 (円） 311,813

平均給与月額 (円） 359,756

平均年齢 (歳） 51.5歳

　　イ　初任給

技　能　労　務　職

（円） （円）

高　　校　　卒 147,900

大　　学　　卒 182,200 182,200

154,900 150,600

令和３年４月１日現在

国　　　　　の　　　　　制　　　　　度

区　　　　分 備　考一　般　行　政　職
（円）

　企　　業　　職

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分 備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考

令和４年４月１日現在
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　　ウ　等級別職員数

級 職員数（人） 構成比（％）
(1) (100)
1 14.3

(　　　　） (　　　　　　　　）

(　　　　） (　　　　　　　　）
1 14.3

(　　　　） (　　　　　　　　）
4 57.1

(　　　　） (　　　　　　　　）

(　　　　） (　　　　　　　　）
1 14.3

(　　　　） (　　　　　　　　）

(1) (100)
7 100.0
(1) (100)
1 14.3

(　　　　） (　　　　　　　　）

(　　　　） (　　　　　　　　）
1 14.3

(　　　　） (　　　　　　　　）
4 57.1

(　　　　） (　　　　　　　　）

(　　　　） (　　　　　　　　）
1 14.3

(　　　　） (　　　　　　　　）

(1) (100)
7 100.0

※　（　）内は、短時間勤務職員について外書きする。

令和３年４月１日

１　　　級

２　　　級

３　　　級

４　　　級

６　　　級

６　　　級

計

７　　　級

備　　　　　　　　　　考

５　　　級

７　　　級

区　　　　　　　　　　分
企　　　　　業　　　　　職

令和４年４月１日

１　　　級

２　　　級

３　　　級

計

５　　　級

４　　　級
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　　（級別の標準的な職務内容）

1　　級 3　　級 4　　級 5　　級 6　　級 7　　級

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

比率 （％）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

比率 （％）

８号級

　　　（Ｂ）／（Ａ） 62.5 62.5

号級数別内訳
３号級

４号級 3 3

６号級

5 5

１号級

２号級 2 2

　　　（Ｂ）／（Ａ） 71.4 71.4

 
前
　
　
　
年
　
　
　
度

職員数 （Ａ） 8 8

昇給に係る職員数 （Ｂ）

３号級

４号級 2 2

６号級

８号級

　　エ　昇給

区　　　　　　　　　　　　分 合　　　　　　　計 企業職

（Ｂ） 5 5昇給に係る職員数

77

区　　分 2　　級

企業職
主   事
技術員

主   事
技術員

主 任 主 事
主務技術員

主　　査
係　　長

主務技術員
主任技術員

課長補佐 調整監

（Ａ）職員数
 

本
　
　
　
年
　
　
　
度

１号級

２号級 3 3

号級数別内訳

課　　長
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（ 1.125 ） （ 1.125 ） （ 2.25 ）

2.15 2.15 4.3

（ 1.175 ） （ 1.175 ） （ 2.35 ）

2.225 2.225 4.45

（ 1.125 ） （ 1.125 ） （ 2.25 ）

2.15 2.15 4.3

※　（　）内は、再任用職員の支給率

最高限度 その他の

（月分） 加算措置

国の制度
２４．５８６８７５ ３３．２７０７５ ４７．７０９ ４７．７０９ 制度なし

(支給率等）

支給率等 ２４．５８６８７５ ３３．２７０７５ ４７．７０９ ４７．７０９ 制度なし

　　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区　　　分
２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者

備　　　考
（月分） （月分） （月分）

本　年　度 ３級５％から７級２０％

前　年　度 ３級５％から７級２０％

国 の 制 度 ３級５％から１０級２０％

　　オ　期末手当・勤勉手当

区　　　分
支　　給　　期　　別　　支　　給　　率

職制上の段階、職務の級等による加算措置 備　　　考
6月（月分） 12月（月分） 支給率計
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　　キ　特殊勤務手当

給料総額に対する比率　（％）

支給対象職員の比率　（％）

　（令和４年４月１日現在）

代表的な特殊勤務手当の名称

　　ク　その他の手当

区　　　　　分

扶　　養　　手　　当

通　　勤　　手　　当 同

塩素取扱

国の制度との異同 差異の内容

同

住　　居　　手　　当 異

新築・購入５年未満の住居手当の支給を継続 　　　　　　　　　２，５００円/月

支給要件の家賃を月額１２，０００円以上（国：１６，０００円以上）とし、

支給限度額を２７，０００円（国：２８，０００円）としている。

区　　　　　　　　　　分 企　　　業　　　職

0.15

28.6
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国　　　庫
補　助　金

起　債 その他

昭和48 44,581 12,219 30,400 1,962 44,581 44,581 - 44,581 - 0.72

49 65,765 4,050 58,100 3,615 65,765 65,765 - 65,765 - 1.07

50 26,681 7,600 15,200 3,881 26,681 26,681 - 26,681 - 2.23

51 28,183 8,058 16,100 4,025 28,183 28,183 - 28,183 - 2.69

52 87,015 21,727 60,500 4,788 87,015 87,015 - 87,015 - 4.10

53 137,415 32,032 100,100 5,283 137,415 137,415 - 137,415 - 6.33

54 412,710 70,594 336,700 5,416 412,710 412,710 - 412,710 - 13.04

55 568,875 93,615 474,600 660 568,875 568,875 - 568,875 - 22.29

56 213,663 33,153 179,800 710 213,663 213,663 - 213,663 - 25.76

57 106,850 29,730 54,000 23,120 106,850 106,850 - 106,850 - 27.49

58 22,137 2,529 14,800 4,808 22,137 22,137 - 22,137 - 27.85

59 36,343 2,520 28,000 5,823 36,343 36,343 - 36,343 - 28.45

60 72,037 14,133 37,800 20,104 72,037 72,037 - 72,037 - 29.62

61 79,695 15,673 39,300 24,722 79,695 79,695 - 79,695 - 30.91

62 52,526 12,869 10,400 29,257 52,526 52,526 - 52,526 - 31.77

63 75,592 23,622 13,400 38,570 75,592 75,592 - 75,592 - 32.99

平成元 131,275 41,301 25,300 64,674 131,275 131,275 - 131,275 - 35.13

2 183,339 57,544 9,400 116,395 183,339 183,339 - 183,339 - 38.11

3 263,730 86,177 0 177,553 263,730 263,730 - 263,730 - 42.39

4 311,952 72,533 74,200 165,219 311,952 311,952 - 311,952 - 47.46

5 241,745 52,503 61,600 127,642 241,745 241,745 - 241,745 - 51.39

6 56,040 5,193 13,900 36,947 56,040 56,040 - 56,040 - 52.30

7 331,377 0 241,500 89,877 331,377 331,377 - 331,377 - 57.69

8 981,935 0 692,900 289,035 981,935 981,935 - 981,935 - 73.65

　　　　　　継続費に関する調書
（単位：千円）

款 項 事業名

全　　　　　　　　体　　　　　　　　計　　　　　　　　画
前々年度
末までの
支払義務
発生額

前年度末
までの支
払義務発
生額

当該年
度支払
義務発
生予定
額

当該年度
末までの支
払義務発
生予定額

翌年度
以降の
支払義
務発生
予定額

継続費
の総額に
対する進
捗率
　　　（％）

年度 年　割　額
左　の　財　源　内　訳

１．資本
的支出

１．拡張
事業費

閉山炭鉱水
道施設整備
事業、上水
道拡張事業
及び水道水
源開発等施
設整備事業
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国　　　庫
補　助　金

起　債 その他

9 1,003,202 0 746,200 257,002 1,003,202 1,003,202 - 1,003,202 - 89.95

10 126,376 0 100,500 25,876 126,376 126,376 - 126,376 - 92.01

11 98,854 0 98,800 54 98,854 98,854 - 98,854 - 93.61

12 5,865 0 5,100 765 5,865 5,865 - 5,865 - 93.71

13 7,065 0 7,000 65 7,065 7,065 - 7,065 - 93.82

14 0 0 0 0 0 0 - 0 - 93.82

15 0 0 0 0 0 0 - 0 - 93.82

16 0 0 0 0 0 0 - 0 - 93.82

17 0 0 0 0 0 0 - 0 - 93.82

18 0 0 0 0 0 0 - 0 - 93.82

19 0 0 0 0 0 0 - 0 - 93.82

20 0 0 0 0 0 0 - 0 - 93.82

21 0 0 0 0 0 0 - 0 - 93.82

22 0 0 0 0 0 0 - 0 - 93.82

23 0 0 0 0 0 0 - 0 - 93.82

24 0 0 0 0 0 0 - 0 - 93.82

25 0 0 0 0 0 0 - 0 - 93.82

26 0 0 0 0 0 0 - 0 - 93.82

27 0 0 0 0 0 0 - 0 - 93.82

28 0 0 0 0 0 0 - 0 - 93.82

29 0 0 0 0 0 0 - 0 - 93.82

30 0 0 0 0 0 0 - 0 - 93.82

令和元 0 0 0 0 0 0 - 0 - 93.82

2 0 0 0 0 0 0 - 0 - 93.82

3 0 0 0 0 - 0 - 0 - 93.82

4 0 0 0 0 - - 0 0 - 93.82

5 380,089 0 208,400 171,689 - - - - 380,089 -

計 6,152,912 699,375 3,754,000 1,699,537 5,772,823 5,772,823 0 5,772,823 380,089

款 項 事業名

全　　　　　　　　体　　　　　　　　計　　　　　　　　画
前々年度
末までの
支払義務
発生額

前年度末
までの支
払義務発
生額

当該年
度支払
義務発
生予定
額

当該年度
末までの支
払義務発
生予定額

翌年度
以降の
支払義
務発生
予定額

継続費
の総額に
対する進
捗率
　　　（％）

年度 年　割　額
左　の　財　源　内　訳
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千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

3,682

水道検針
業務委託費 19,053 令和３年度 0

令和４年度～
令和６年度 19,053 19,053

次亜塩素酸
ナトリウム外
水道用薬
品購入費

3,682 令和４年度 3,682

24,746

水質検査
業務委託費 8,542 令和４年度 8,542 8,542

金　　　　額 期　　　　間 金　　　　額 損益勘定留保資金

浄水施設夜間
警備業務委託費 27,756

令和２年度～
令和３年度 3,010

令和４年度～
令和６年度 24,746

債務負担行為に関する調書

事　　　　項 限　度　額

前年度末までの支払 当該年度以降の支
左の財源内訳

義務発生（見込）額 払義務発生予定額

期　　　　間
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（単位　：　円）

イ 　土地 276,905,641

ロ 　建物 537,893,129

　減価償却累計額 △ 260,522,898 277,370,231

ハ 　構築物 5,161,989,882

　減価償却累計額 △ 3,315,792,833 1,846,197,049

ニ 　機械及び装置 2,832,994,883

　減価償却累計額 △ 2,146,844,119 686,150,764

ホ 　車両及び運搬具 21,592,834

　減価償却累計額 △ 19,398,285 2,194,549

ヘ 　工具器具及び備品 98,326,746

　減価償却累計額 △ 47,576,602 50,750,144

ト 　建設仮勘定 0

3,139,568,378

イ 　電話加入権 206,300

ロ 　ダム使用権 368,702,098

368,908,398

3,508,476,776

　（１）　有形固定資産

　　　　　有　形　固　定　資　産　合　計

　（２）　無形固定資産

　　　　　無　形　固　定　資　産　合　計

　　　　　固　定　資　産　合　計

令和４年度宮若市水道事業会計予定貸借対照表

１．固定資産

（令和５年３月３１日まで）

資　　　　　産　　　　　の　　　　　部
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330,806,656

46,960,150

△ 15,944,000 31,016,150

12,351,486

100,000

100,000

374,374,292

　　　　　資　　産　　合　　計 3,882,851,068

３．固定負債

　（１）　企業債

イ 　建設改良費等の財源に充てるための企業債 1,728,450,556

　（２）　引当金

イ 　退職給付引当金 2,696,000

1,731,146,556

４．流動負債　

　（１）　企業債

イ 　建設改良費等の財源に充てるための企業債 140,673,000

　（２）　未払金 5,850,000

　（３）　引当金

イ 　賞与引当金 5,344,000

　（４）　預り金 3,487,350

　（５）　預り有価証券 100,000

155,454,350

　（４）　つり銭準備金

　　　　　流　動　資　産　合　計

　　　　　固　定　負　債　合　計

　　　　　流　動　負　債　合　計

　（５）　有価証券

負　　　　　債　　　　　の　　　　　部

２．流動資産

　（１）　現金預金

　（２）　未収金

         貸倒引当金

　（３）　貯蔵品
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５．繰延収益　

　（１）　長期前受金

イ 　補助金 1,263,422,200

ロ 　負担金 1,174,620,885

ハ 　その他前受金 998,701,924

3,436,745,009

　（２）　長期前受金収益化累計額

イ 　補助金収益化累計額 △ 711,547,088

ロ 　負担金収益化累計額 △ 750,338,320

ハ 　その他前受金収益化累計額 △ 447,075,412

△ 1,908,960,820

1,527,784,189

3,414,385,095

40,090,053

40,090,053

６．資本金

　（１）　資本金

　　　　　資　本　金　合　計

　　　　　　長　期　前　受　金　合　計

　　　　　長期前受金収益化累計額合計

　　　　　　繰　延　収　益　合　計

　　　　　　負　債　合　計

資　　　　　本　　　　　の　　　　　部
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イ 　国庫補助金 9,019,000

ロ 　他会計補助金 0

ハ 　負担金 15,818,000

24,837,000

イ 　減債積立金 31,614,000

ロ 　当年度未処分利益剰余金 371,924,920

403,538,920

428,375,920

468,465,973

3,882,851,068　　　　　負　債　資　本　合　計

　（１）　資本剰余金

　　　　　資　本　剰　余　金　合　計

　（２）　利益剰余金　

　　　　　利　益　剰　余　金　合　計

　　　　　剰　余　金　合　計

　　　　　資　本　合　計

７．剰余金
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　１．重要な会計方針

　　　平成２６年度より、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

  　(1)　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　貯蔵品　　　　　　　　　　先入先出法による原価法による。

    (2)  固定資産の減価償却の方法

　　　ア　有形固定資産

 　　　　・減価償却の方法　　　定額法による。

　　　　 ・主な耐用年数

　　　 　　　建物　　　　　　　　　１５～５０年

　　　 　　　構築物　　　　　　　 １０～６０年

　　　 　　　機械及び装置　　　　８～２０年

　　　 　　　車両及び運搬具　　 ４～５年

　　　ア　賞与引当金

　　　　 　職員の期末手当及び勤勉手当の支給及びその手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額

　　　　に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

　　　イ　貸倒引当金

　　　　 　債権の不納欠損による損失に備えるため、過去の収納実績率等により回収不能見込額を計上している。

注記

　　　 　　　工具器具及び備品　４～１５年

　　　イ　無形固定資産

 　　　　・減価償却の方法　　　定額法による。

　　　　 ・主な耐用年数

　　　 　　　ダム使用権　　　 　　５５年

    (3)  引当金の計上方法

　　　ウ　リース資産

 　　　　・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。
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　　　ウ　退職給付引当金

　　　　 　本市は、退職手当組合に加入しており、水道事業会計は一般会計を通じて、当該組合に掛金を拠出しているが、一般会計と

　　　　の取り決めにより、水道事業会計が一般会計に対して負担金を拠出して以降の追加的負担金は一般会計において措置するこ

　　　　ととなっているため、水道事業会計においては退職給付引当金を計上せず、拠出時に費用処理を行っている。

　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

　２．予定貸借対照表等関連

  　(1)　引当金の取崩し

　　　ア　賞与引当金

　　　　当年度における期末手当及び勤勉手当の支給及びその手当に係る法定福利費を支給するための賞与引当金の取崩し額は、

５，９７２千円を予定している。

　　　 新会計基準移行に係る経過措置

  　(1)　みなし償却制度の廃止に伴う経過措置

　　　　平成２６年３月３１日における償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等で現に資本剰余金として整理している額については、

　　　平成２６年３月３１日以前に取得又は改良した資産で、取得又は改良した資産と補助金等との対応関係を個別的に把握できる資産を除

　　　いたすべての資産（ただし、補助金等を充てずに取得又は改良したことが明らかな資産は除く。）を対象とした按分等の方法を用いて合

    (4)  消費税及び地方消費税の会計処理

　　　理的に整理している。
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（単位　：　円）

１．営　　業　　収　　益

　（１）　給　　水　　収　　益 380,737,577

　（２）　受託工事収益 4,408,319

　（３）　その他の営業収益 289,700

　（４）　負　　担　　金 16,207,068 401,642,664

２．営　 業　  費　  用

　（１）　原水及び浄水費 92,177,918

　（２）　配水及び給水費 64,324,946

　（３）　受託工事費 4,405,137

　（４）　総　　　係　　　費 46,577,228

　（５）　減　価　償　却　費 191,620,666

　（６）　資　産　減　耗　費 0

　（７）　そ の 他 営 業 費 用 0 399,105,895

　　　　営　　業　　利　　益 2,536,769

３．営　業　外　収　益

　（１）　受取利息及び配当金 4,048

　（２）　他会計補助金 120,000

　（３）　水 道 加 入 金 7,500,000

　（４）　負　　担　　金 0

　（５）　長期前受金戻入 64,647,552

　（６）　雑　　収　　益 3,155,864 75,427,464

        令和３年度宮若市水道事業会計予定損益計算書　

（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）
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４．営業外費用

　（１）　支払利息及び企業債 24,498,384

　 　　　取　 　扱　　諸　　 費

　（２）　雑　　支　　出 0 24,498,384 50,929,080

　　　　経　常　利　益 53,465,849

５．特　別　利　益

　（１）　過年度損益修正益 0 0

６．特　別　損　失

　（１）　過年度損益修正損 466,790 466,790 466,790

52,999,059

309,401,861

0

362,400,920

　　　　当　年　度　純　利　益

　　　　前　年　度　繰　越　利　益　剰　余　金

　　　　そ　の　他　未　処　分　利　益　剰　余　金　変　動　額

　　　　当　年　度　未　処　分　利　益　剰　余　金

-33-



（単位　：　円）

イ 　土地 276,905,641

ロ 　建物 537,893,129

　減価償却累計額 △ 250,707,867 287,185,262

ハ 　構築物 5,083,504,882

　減価償却累計額 △ 3,212,685,648 1,870,819,234

ニ 　機械及び装置 2,815,965,883

　減価償却累計額 △ 2,086,440,262 729,525,621

ホ 　車両及び運搬具 21,592,834

　減価償却累計額 △ 19,398,285 2,194,549

ヘ 　工具器具及び備品 98,326,746

　減価償却累計額 △ 45,479,083 52,847,663

ト 　建設仮勘定 0

3,219,477,970

イ 　電話加入権 206,300

ロ 　ダム使用権 387,562,506

387,768,806

3,607,246,776

　　　　　有　形　固　定　資　産　合　計

　（２）　無形固定資産

　　　　　無　形　固　定　資　産　合　計

　　　令和３年度宮若市水道事業会計予定貸借対照表

１．固定資産

　（１）　有形固定資産

（令和４年３月３１日まで）

　　　　　固　定　資　産　合　計

資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

-34-



389,982,674

33,897,477

△ 15,345,000 18,552,477

12,351,486

100,000

100,000

421,086,637

　　　　　資　　産　　合　　計 4,028,333,413

３．固定負債

　（１）　企業債

イ 　建設改良費等の財源に充てるための企業債 1,798,524,369

　（２）　引当金

イ 　退職給付引当金 2,696,000

1,801,220,369

４．流動負債　

　（１）　企業債

イ 　建設改良費等の財源に充てるための企業債 140,672,187

　（２）　未払金 26,252,345

　（３）　引当金

イ 　賞与引当金 5,972,000

　（４）　預り金 3,487,350

　（５）　預り有価証券 100,000

176,483,882

２．流動資産

　（１）　現金預金

　（２）　未収金

         貸倒引当金

　（３）　貯蔵品

　（４）　つり銭準備金

　　　　　流　動　資　産　合　計

　　　　　固　定　負　債　合　計

　　　　　流　動　負　債　合　計

　（５）　有価証券

負　　　　　債　　　　　の　　　　　部
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５．繰延収益　

　（１）　長期前受金

イ 　補助金 1,263,422,200

ロ 　負担金 1,173,201,885

ハ 　その他前受金 998,701,924

3,435,326,009

　（２）　長期前受金収益化累計額

イ 　補助金収益化累計額 △ 682,937,088

ロ 　負担金収益化累計額 △ 732,503,320

ハ 　その他前受金収益化累計額 △ 428,198,412

△ 1,843,638,820

1,591,687,189

3,569,391,440

65,931,277

65,931,277

　　　　　　長　期　前　受　金　合　計

　　　　　長期前受金収益化累計額合計

　　　　　　繰　延　収　益　合　計

　　　　　　負　債　合　計

６．資本金

　（１）　資本金

　　　　　資　本　金　合　計

資　　　　　本　　　　　の　　　　　部
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イ 　国庫補助金 9,019,000

ロ 　他会計補助金 0

ハ 　負担金 15,818,000

24,837,000

イ 　減債積立金 5,772,776

ロ 　当年度未処分利益剰余金 362,400,920

368,173,696

393,010,696

458,941,973

4,028,333,413

　（１）　資本剰余金

７．剰余金

　　　　　資　本　剰　余　金　合　計

　（２）　利益剰余金　

　　　　　利　益　剰　余　金　合　計

　　　　　剰　余　金　合　計

　　　　　資　本　合　計

　　　　　負　債　資　本　合　計
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(単位　：　千円）

款 項 目 節 予　定　額 備　　　考

１．水道事業収益 510,265

１．営業収益 442,724

１．給水収益 411,778

１．専用使用料 405,312 専用栓使用料金

２．一時使用料 729 一時使用料金

３．量水器使用料 5,737 量水器使用料金

２．受託工事収益 10,000

１．増設修繕工事収益 10,000 増設修繕工事収益

３．その他の営業収益 240

１．手数料 240 諸手数料

４．負担金 20,706

１．負担金 20,706 共同施設維持管理費外負担金

２．営業外収益 67,539

１．受取利息
5

    及び配当金 １．預金利息 5 預金利息

令和４年度宮若市水道事業会計予算説明書

収益的収入及び支出
収　　　　　　　　　　　　　　　入
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款 項 目 節 予　定　額 備　　　考

２．他会計補助金 216

１．他会計補助金 216 一般会計補助金

３．水道加入金 1,650

１．水道加入金 1,650 水道加入金

４．負担金 1

１．負担金 1 負担金

５．長期前受金戻入 65,322

１．補助金長期前受金戻入 28,610 国庫補助金等長期前受金戻入

２．負担金長期前受金戻入 17,835 負担金長期前受金戻入

３．その他長期前受金戻入 18,877 その他長期前受金戻入

６．雑収益 345

１．不用品売却収益 1 不用品売却収益

２．その他雑収益 344 水道用地賃貸料

３．特別利益 2

１．過年度損益修正益 1

１．過年度損益修正益 1 過年度損益修正益

２．その他特別利益 1

１．その他特別利益 1 その他特別利益
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款 項 目 節 予　定　額

１．水道事業費用 498,669

１．営業費用 453,511

１．原水及び浄水費 124,240

１．給料 18,546 一般職給

時間外勤務手当 1,103

通勤手当    544

特殊勤務手当  150

期末勤勉手当 2,968

退職手当組合負担金 1,079

期末勤勉手当繰入 1,510

法定福利費繰入 238

４．法定福利費 3,695 共済組合費外

５．備消品費 772 消耗器材費

６．燃料費 333 公用車燃料費外

７．光熱水費 268 水源地電灯料外

８．修繕費 7,500 水源地施設外修繕費

９．被服費 145 作業着外

１０．動力費 40,448 電力使用料

　支　　　　　　　　　　　　　　　出

(単位　：　千円）

備　　　考

２．手当 5,844

３．賞与引当金繰入額 1,748
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款 項 目 節 予　定　額

１１．薬品費 4,710 次亜塩素代外

１２．通信運搬費 1,193 水源地電話料外

１３．保険料 159

１４．委託料 32,676 水質検査委託料外

１５．賃借料 765 電話回線借上料外

１６．材料費 1,600 修繕用外材料費

１７．補償金 382 水源地補償費

犬鳴ダム維持管理費 1,953

共同施設維持管理費 1,491

１９．公課費 12 公用車重量税

２．配水及び給水費 78,948

１．給料 10,653 一般職給

扶養手当 234

時間外勤務手当 800

通勤手当     99

住居手当  324

期末勤勉手当  1,983

退職手当組合負担金 1,100

期末勤勉手当繰入 1,331

法定福利費繰入 264

４．法定福利費 2,990 共済組合費　　　

５．備消品費 512 工事用消耗器材費

備　　　考

公有物件及び自動車損害賠償
保険料

１８．負担金 3,444

２．手当 4,540

３．賞与引当金繰入額 1,595
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款 項 目 節 予　定　額

６．燃料費 532 公用車燃料費外

７．光熱水費 57 配水池電灯料

８．修繕費 36,350 配水管外修繕費

９．路面復旧費 1,000 道路掘削復旧費

１０．被服費 143 作業着外

１１．動力費 296 加圧ポンプ動力費

１２．保険料 278

１３．通信運搬費 198 増圧ポンプ室電話代外

１４．委託料 18,123 漏水調査委託料外

１５．賃借料 744 電話回線借上料外

１６．材料費 900 工事用材料費

１７．公課費 37 公用車重量税

３．受託工事費 10,000

１．工事請負費 10,000 受託工事請負費

４．総係費 44,544

１．給料 12,367 一般職給

(単位　：　千円）

備　　　考

公有物件及び自動車損害賠償
保険料
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款 項 目 節 予　定　額

扶養手当 240

管理職手当 489

時間外勤務手当 800

通勤手当 206

住居手当 324

期末勤勉手当 3,370

児童手当 300

退職手当組合負担金 1,484

期末勤勉手当繰入 1,661

法定福利費繰入 340

共済組合費 4,010

公務災害補償基金負担金 44

５．旅費 124 普通旅費

６．備消品費 624 電算用紙代外

７．燃料費 33 公用車燃料費外

８．印刷製本費 1,168 納付書外印刷費

９．修繕費 250 公用車外修繕費

１０．通信運搬費 2,681 郵便料外

１１．保険料 52 自動車損害賠償保険料

１２．委託料 5,357 料金・会計システム保守契約外

１３．手数料 2,107

１４．賃借料 1,077 車借上料外

備　　　考

２．手当 7,213

３．賞与引当金繰入額 2,001

４．法定福利費 4,054

口座振替取扱事務外手数料
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款 項 目 節 予　定　額

１５．負担金 4,714

１６．補償金 100

１７．公課費 23 収入印紙代

１８．貸倒引当金繰入額 599

５．減価償却費 194,284

建物減価償却費 9,815

構築物減価償却費 103,106

機械及び装置減価償却費 60,404

工具器具及び備品減価償却費 2,098

２．無形固定資産
    減価償却費

18,861 ダム使用権減価償却費

６．資産減耗費 1,494

１．固定資産除却費 1,493 固定資産除却費

２．たな卸資産減耗費 1 たな卸資産減耗費

７．その他営業費用 1

１．雑支出 1 雑支出

(単位　：　千円）

備　　　考

窓口業務負担金外

水道料金未収金に係る貸倒
引当金繰入額

１．有形固定資産
　  減価償却費

175,423
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款 項 目 節 予　定　額

２．営業外費用 44,156

１．支払利息及び
24,155

    企業債取扱諸費
１．企業債利息 24,142 企業債利息

２．借入金利息 13 借入金利息

２．雑支出 1

１．雑支出 1 雑支出

３．消費税及び
20,000

　　地方消費税
１．消費税及び地方消費税 20,000 消費税及び地方消費税

３．特別損失 2

１．過年度損益修正損 1

１．過年度損益修正損 1 料金等時効欠損金

２．その他特別損失 1

１．その他特別損失 1 その他特別損失

４．予備費 1,000

１．予備費 1,000

１．予備費 1,000

備　　　考
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(単位　：　千円）

款 項 目 節 予定額

１．資本的収入 72,019

１．企業債 70,600

１．企業債 70,600

２．負担金 1,419

１．負担金 1,419

資本的収入及び支出

収　　　　　　　　　　　　　　　入

備　　　考

１．企業債 70,600 上水道事業債

１．負担金 1,419 共同施設改良等負担金
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(単位　：　千円）

款 項 目 節 予定額 備　　　考

１．資本的支出 248,383

１．建設改良費 98,021

１．施設改良費 98,021

１．旅費 17 普通旅費

２．備消品費 874 事務用品費

３．燃料費 28 公用車燃料費

４．委託料 627 システム保守委託料

５．賃借料 228 水道積算システム外リース料

６．施設改良費 26,247
沼口浄水場炭酸ガス設備
更新工事外

７．工事請負費 70,000
上大隈・西川線配水管更新
工事外

支　　　　　　　　　　　　　　　出
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(単位　：　千円）

款 項 目 節 予定額 備　　　考

２．固定資産購入費 8,689

１．固定資産購入費 8,689

１．固定資産購入費 3,365 高圧排水ポンプ購入費外

２．量水器購入費 5,324 量水器購入費

３．企業債償還金 140,673

１．企業債償還金 140,673

１．企業債償還金 140,673 企業債償還金

４．予備費 1,000

１．予備費 1,000

１．予備費 1,000
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